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貸   借   対   照   表 
（平成１５年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

科     目 金   額 科     目 金   額 

（ 負 債 の 部 ） 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１ 年 以 内 返 済 予 定 
の 長 期 借 入 金 
コマーシャルペーパー 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
割 賦 利 益 繰 延 

 
 
固 定 負 債  
長 期 借 入 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
預 り 保 証 金 

 
(２４５，６１７) 
６，９６２ 
１１，６８２ 
１１７，８４９ 
３６，７６０ 

 
２９，１６３ 
５００ 
３，７１４ 
１６４ 
６０１ 
１４ 

２５，８６８ 
１，３０９ 
１１，０２８ 

 
 
 (１６０，８７９) 
 １５５，２３８ 
  ５，０２８ 

２５ 
５８７ 

 

負 債 合 計 ４０６，４９７ 

 
（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金   
当 期 未 処 分 利 益 
（うち当期利益） 

株式等評価差額金  

 
 

(７０，０００) 
(２５７) 
２５７ 

(２０，０５８) 
２０，０５８ 
 (９，１４９) 

(△ ３２) 

 

（ 資 産 の 部 ） 
 流   動   資   産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
有 価 証 券 
未 収 収 益 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
 

 
 
 
 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
器 具 備 品 他 
土 地 
無 形 固 定 資 産 
電 話 加 入 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
その他の無形固定資産 
投 資 等 
投 資 有 価 証 券 
敷 金 及 び 保 証 金 
長 期 前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 投 資 等 

 
 

 
 (４６２，８７４) 
４２，３７３ 
２１ 

１５９，４７８ 
１４７，８２８ 
１１７，８４９ 
４９９ 
８，２５０ 

   １０，４６４ 
８，９０３ 

△ ３２，７９６ 
 

 
 

 
 
 

(３３，９０６) 
(６，８７９) 
３，０４３ 
２２７ 
３，６０８ 

(８，７２６) 
１２９ 
８，５５９ 
３７ 

(１８，３００) 
２，７５７ 
１，６２１ 
２，７７１ 
１０，６６０ 
４８８ 
 

 

資 本 合 計 ９０，２８４ 

資 産 合 計 ４９６，７８１ 負 債 及 び 資 本 合 計 ４９６，７８１ 
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損   益   計   算   書 

(
平成１４年４月  １日から
平成１５年３月３１日まで) 

                                       （単位：百万円） 

科       目 金     額 

（ 経 常 損 益 の 部 ） 
（ 営 業 損 益 の 部 ） 
営 業 収 益 
総 合 あ っ せ ん 収 益 
個 品 あ っ せ ん 収 益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益 
受 取 利 息 
そ の 他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 
４９ 

 
 
 

７，８６６ 
１５，０６６ 
３，６２２ 
６８，７２３ 
６，９４９ 

 
 
５７ 

営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 
販売費及び一般管理費 
金 融 費 用 
支 払 利 息 
そ の 他 

 
４，７０２ 
８８９ 

１０２，２８５ 
 

８８，８３４ 
 
 

５，５９２ 

営 業 費 用 合 計  ９４，４２７ 
営 業 利 益 
（ 営 業 外 損 益 の 部 ） 
営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用  

７，８５８ 
 

３４３ 
１５３ 

経 常 利 益 
（ 特 別 損 益 の 部 ） 
特 別 利 益 
敷金及び保証金回収益 
そ の 他 

 
      １４８ 
      ６１ 

８，０４８ 
 
 
 

２１０ 
特 別 損 失 
提 携 契 約 解 約 損 
固定資産売却・除却損 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
固 定 資 産 評 価 損 
そ の 他 

 
１，２３８ 
４６４ 
４９８ 
５４０ 
２０２ 

 
２，９４３ 

税 引 前 当 期 利 益 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  

５，３１４ 
１６４ 

△ ３，９９９ 

当 期 利 益  ９，１４９ 

前 期 繰 越 利 益  １０，９０８ 

当 期 未 処 分 利 益  ２０，０５８ 
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重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

(2) 子会社株式 移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

① 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用資産については定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２年～６２年 

器具備品他 ２年～２０年 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間に

おける貸倒実績から算出した貸倒見積額により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に、回収可能性を勘案して見積もった回収不能

見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金          従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

    

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により翌期から費用処理しております。  

 

(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基

づく当期末要支給額を計上しております。 

なお、当期において役員退職慰労金支給規程を制定したことに伴い、

当期より計上しております。また、当引当金は商法第 287 条の 2 に規

定する引当金であります。    

 

４．収益の計上基準 アドオン方式による顧客手数料および加盟店手数料は、契約時に一括

して割賦利益繰延勘定に計上し、請求期到来のつど収益計上しており

ます。 

 また、残債方式及びリボルビング（回転信用）方式による顧客手数料

については、請求期到来のつど、収益に計上しております。 

 なお、アドオン方式による部門の収益の期間配分方法は、７・８分法

によっております。 
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５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

 

 

６．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資等の「長期前払

費用」に計上し、５年間で均等償却を行っております。 
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注 記 事 項 
 

貸借対照表注記 
 

１．割賦売掛金 

 部 門 別  期 末 残 高   

   百万円  

 総 合 あ っ せ ん  ４１，９８１   

 個 品 あ っ せ ん  １１７，４９７   

 計  １５９，４７８   

 

２．割賦売掛金及び営業貸付金の流動化した残高は以下のとおりであります。 

 部 門 別  期 末 残 高   

   百万円  

 総 合 あ っ せ ん  ２２，０８８   

 個 品 あ っ せ ん  ６５，９２７   

 営 業 貸 付 金  １６２，９２０   

 計  ２５０，９３６   

 

３．割賦利益繰延 

 部 門 別  期 末 残 高  （うち加盟店手数料） 

   百万円 百万円 

 総 合 あ っ せ ん   ５３７  (     １０９) 

 個 品 あ っ せ ん  ９，６００  (     ９５２) 

 信 用 保 証  ６７０  (         ０) 

 融         資  ２１９  (        －) 

 計  １１，０２８  ( １，０６１) 

 

４．子会社に対する金銭債権 短 期 ５百万円 

長 期 ２２４百万円 

 

５．子会社に対する金銭債務 短 期 ４百万円 

 

６．支配株主に対する金銭債権 短 期 ２７９百万円 

長 期 ５百万円 

 

７．支配株主に対する金銭債務 短 期 １７３百万円 

 長 期 １１４，０００百万円 

なお、支配株主であるアイフル株式会社からの借入金は、期日が平成１８年

１月までの２００，０００百万円のコミットメントラインを設定し、期末時

点における空枠は、８６，０００百万円となっております。 

 

８．有形固定資産の減価償却累計額  １１，２８５百万円 

 

９．外貨建ての資産 預 金   ７１２百万円 （５，９２６千米ドル） 

 

10．担保に供している資産 預 金 ６４２百万円 

割 賦 売 掛 金 ４４，７５８百万円 

営 業 貸 付 金 ５５，９０２百万円 

投資有価証券 １２０百万円 

 

11．投資有価証券には子会社株式２９百万円を含めて記載しております。 
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12．リース契約により使用する重要な固定資産 

ソフトウエア、営業用車両、事務用機器一式をリース契約により使用してお

ります。 

13．退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

昭和５６年４月より適格退職年金制度（要支給額の６０％相当額）、昭和５８

年７月より調整年金制度（要支給額の４０％相当額）をそれぞれ採用してお

ります。 

 

(2) 退職給付債務に関する事項（平成１５年３月３１日現在） 

   （単位：百万円） 

イ 退職給付債務  △  １９，１５６ 

ロ 年金資産残高  ７，５０８ 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △  １１，６４８ 

ニ 未認識過去勤務債務  △  １，２３１ 

ホ 未認識数理計算上の差異  ７，８５１ 

ヘ 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）  △   ５，０２８ 

(3) 退職給付費用に関する事項（自平成１４年４月１日至平成１５年３月３１日） 

  （単位：百万円） 

イ 勤務費用  ８４４ 

ロ 利息費用  ３４１ 

ハ 期待運用収益  △   １９９ 

ニ 数理計算上の差異の費用処理            １０７ 

ホ 従業員拠出額  △   １４３ 

ヘ 退職給付費用 （イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）  ９５１ 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

       

イ 退職給付見込額の期間配分方法  ポイント基準 

ロ 割引率  １．５％ 

ハ 期待運用収益率  ２．５％ 

（期末において割引率を２．５％から１．５％に、また期首において期待運用収

益率を３．０％から２．５％に変更しております。） 

 

14．繰延税金資産関係 

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

  (単位：百万円) 

貸倒償却否認  ６，８９１ 

ソフトウェア償却否認  ５８７ 

賞与引当金  ４５９ 

退職給付引当金  ２，０３１ 

繰越欠損金  ２１，８３６ 

その他  １，２３５ 

繰延税金資産小計  ３３，０４１ 

評価性引当額  △ １１，９１５ 

繰延税金資産合計  ２１，１２５ 

(2)  地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴い、

当期の繰延税金資産の計算（ただし、平成１６年４月１日以降に解消が見込まれる一時差異に限る）に使用した

法定実効税率は、前期の４１．９％から４０．４％に変更しております。その結果、繰延税金資産の金額が４２

３百万円、当期に計上された法人税等調整額が４２３百万円、それぞれ減少しております。なお、株式等評価差

額金に対する影響は軽微であります。 
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15．1 株当たり当期利益 ６円５３銭 

 

  なお、｢１株当たり当期純利益に関する会計基準｣（企業会計基準第２号）および｢１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以降開始する事業

年度に係る計算書類から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準および適用指針によっ

ております。これによる影響はありません。 
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損益計算書注記 
 

１．営業収益には流動化した債権の収益が含まれており、内訳は以下のとおりであります。  

 

総 合 あ っ せ ん  ３，７０８百万円

個 品 あ っ せ ん  ９，０６４百万円

融 資  ５３，８９９百万円

計  ６６，６７２百万円

 

２．子会社との取引高 

 

営 業 収 益  ８８百万円

営 業 費 用  ５０百万円

営業取引以外の取引  ３３百万円

 

３．支配株主との取引高 

 

営 業 収 益  １８９百万円

営 業 費 用  ３，１２３百万円

営業取引以外の取引  －百万円

 

４．固定資産評価損 

 

 平成１５年３月１７日開催の取締役会において売却の方針が決議されたことにより、広島八丁堀ビル等の固定資産を

その売却可能価額まで評価減を実施しております。 

                    

  

 

 

貸借対照表、損益計算書の表示単位未満の端数は、切り捨てて表示しております。 

 

 

 




